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1 妥結状況 

  平均妥結額は，全体で 611,630 円となり前年と比べて 6,747 円（1.1％増），妥結月

数では 2.20 ヶ月で前年と比べて 0.02 ヶ月の減少となっている。 

  区 分 
平成 29 年 対前年増減 

妥結額 妥結月数 妥結額 妥結月数 

全  体 611,630 円 2.20 ヶ月 +6,747 円 -0.02 ヶ月 

中小企業 507,045 円 1.94 ヶ月 +30,009 円 +0.06 ヶ月 

大 企 業 702,401 円 2.41 ヶ月 -12,995 円 -0.06 ヶ月 

  

2 要求状況 

  平均要求額は，全体で 687,968 円となり前年と比べて 10,171 円の増（1.5％増），

要求月数では 2.48 ヶ月で前年と比べて 0.01 ヶ月の減少となっている。 

区 分 
平成 29 年 対前年増減 

要求額 要求月数 要求額 要求月数 

全  体 687,968 円 2.48 ヶ月 +10,171 円 -0.01 ヶ月 

中小企業 612,031 円 2.35 ヶ月 +37,436 円 +0.08 ヶ月 

大 企 業 753,875 円 2.58 ヶ月 -13,130 円 -0.07 ヶ月 

 

 

 

 

 

 

 

３ 過去 10 年間の妥結状況の推移 

 

 平均妥結額 
（円） 

対前年増減

（％） 年 平均妥結額 
（円） 

対前年増減 
（％） 

20 589,681 △2.8 25 513,784 △6.5 
21 510,345 △13.5 26 555,007 ＋8.0 
22 522,750 ＋2.4 27 577,837 ＋4.1 
23 512,547 △2.0 28 604,883 ＋4.7 
24 549,510 ＋7.2 29 611,630 ＋1.1 

注）本表は，過去 10 年間の調査結果であるが，回答組合が必ずしも同一では

ないので，各年間の完全比較はできない。 

 

４ 調査対象組合 

中小企業は企業規模 300 人未満，大企業は企業規模 300 人以上。 

  また，要求額・要求月数，妥結額・妥結月数は組合数で除した単純平均である。 
区 分 対象組合数 回答組合数 有効回答数 

全  体 300 組合 111 組合 99 組合 
中小企業 150 組合 55 組合 46 組合 
大 企 業 150 組合 56 組合 53 組合 

 

 

茨城県労働政策課がまとめた平成 29 年夏季一時金要求・妥結状況

調査の概要は，集計した 99 組合の平均妥結額が，前年と比べて   

6,747 円増（1.1％増）の 611,630 円となり，妥結額はリーマンショッ

ク後の平成 21 年以降で最も高い金額となりました。 


